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○指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百二十七号 （抄 【平成二十九年四月一日施行】） ）
（ ）変更点は下線部

現 行 改 正 案

別表 別表

指定介護予防サービス介護給付費単位数表 指定介護予防サービス介護給付費単位数表

１ 介護予防訪問介護費(１月につき) １ 介護予防訪問介護費(１月につき)

イ～ホ （略） イ～ホ （略）

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防訪問介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問介 介護予防訪問介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成30年３月31 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成30年３月31

、 。 、 、 。 、日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する ただし 日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する ただし

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

（新設） ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからホまでにより算定した単位(Ⅰ)

数の1000分の137に相当する単位数

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからホまでにより算定した単位 ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからホまでにより算定した単位(Ⅰ) (Ⅱ)

数の1000分の86に相当する単位数 数の1000分の100に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからホまでにより算定した単位 ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからホまでにより算定した単位(Ⅱ) (Ⅲ)

数の1000分の48に相当する単位数 数の1000分の55に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の100分の(Ⅲ) (Ⅳ)

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の100分の(Ⅳ) (Ⅴ)

80に相当する単位数 80に相当する単位数

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。※

介護予防訪問介護費における介護職員処遇改善加算の基準

イ 介護職員処遇改善加算 次に掲げる基準のいずれにも適合す(Ⅰ)

ること。

。 「 」⑴ 介護職員の賃金(退職手当を除く )の改善(以下 賃金改善

という。)に要する費用の見込額(賃金改善に伴う法定福利費等
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の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同じ。)が介

護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計

画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 指定介護予防訪問介護事業所において、⑴の賃金改善に関す

る計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職

員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作

成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事(地方自治法(昭

和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の指

定都市(以下「指定都市」という。)及び同法第二百五十二条の

二十二第一項の中核市(以下「中核市」という。)にあっては、

。 、指定都市又は中核市の市長 第三十五号及び第六十五号を除き

以下同じ。)に届け出ていること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

。 、 、ること ただし 経営の悪化等により事業の継続が困難な場合

当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準(本加算によ

る賃金改善分を除く。)を見直すことはやむを得ないが、その

内容について都道府県知事に届け出ること。

⑷ 当該指定介護予防訪問介護事業所において、事業年度ごとに

介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事に報告するこ

と。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法(昭和

二十二年法律第四十九号)、労働者災害補償保険法(昭和二十二

年法律第五十号)、最低賃金法(昭和三十四年法律第百三十七

号)、労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)、雇用保

険法(昭和四十九年法律第百十六号)その他の労働に関する法令

に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該指定介護予防訪問介護事業所において、労働保険料(労

働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和四十四年法律第八

十四号)第十条第二項に規定する労働保険料をいう 以下同じ )。 。

の納付が適正に行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

㈠ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

(介護職員の賃金に関するものを含む。)を定めていること。

㈡ ㈠の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に

周知していること。
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㈢ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該

計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

㈣ ㈢について、全ての介護職員に周知していること。

㈤ 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又

は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けて

いること。

㈥ ㈤の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に

周知していること。

⑻ 平成二十七年四月から⑵の届出の日の属する月の前月までに

実施した介護職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを

除く。)及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職

員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算 イ⑴から⑹まで、⑺㈠から㈣まで及(Ⅱ)

び⑻に掲げる基準のいずれにも適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算 次に掲げる基準のいずれにも適合す(Ⅲ)

ること。

⑴ イ⑴から⑹までに掲げる基準に適合すること。

⑵ 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む ）を定めているこ。

と。

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑶ 平成二十年十月からイ⑵の届出の日の属する月の前月までに

実施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを

除く ）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職。

員に周知していること。

ニ 介護職員処遇改善加算 イ⑴から⑹までに掲げる基準のいず(Ⅳ)

れにも適合し、かつハ⑵又は⑶に掲げる基準のいずれかに適合す
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ること。

ホ 介護職員処遇改善加算 イ⑴から⑹までに掲げる基準のいず(Ⅴ)

れにも適合すること。

２ 介護予防訪問入浴介護費 ２ 介護予防訪問入浴介護費

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ 介護職員処遇改善加算 ハ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪 介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪

問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成3 問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成3

、 。 、 。0年３月31日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する 0年３月31日までの間 次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（新設） ⑴ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位数の1(Ⅰ)

000分の58に相当する単位数

⑴ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位数の1 ⑵ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位数の1(Ⅰ) (Ⅱ)

000分の34に相当する単位数 000分の42に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位数の1 ⑶ 介護職員処遇改善加算 イ及びロまでにより算定した単位(Ⅱ) (Ⅲ)

000分の19に相当する単位数 数の1000分の23に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の100分の(Ⅲ) (Ⅳ)

90に相当する単位数 90に相当する単位数

⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑵により算定した単位数の100分の ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の100分の(Ⅳ) (Ⅴ)

80に相当する単位数 80に相当する単位数

別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。※

介護予防訪問入浴介護費における介護職員処遇改善加算の基準

イ 介護職員処遇改善加算 次に掲げる基準のいずれにも適合す(Ⅰ)

ること。

。 「 」⑴ 介護職員の賃金(退職手当を除く )の改善(以下 賃金改善

という。)に要する費用の見込額(賃金改善に伴う法定福利費等

の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同じ。)が介

護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計

画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 指定介護予防訪問入浴介護事業所において、⑴の賃金改善に


